































人的な利害（une sorte d’intérêt personnel）が必要であります」⑷が、人
民が行政権（を構成する人びと）を適所、適任に就かせる自由な国におき
ましては（dans un pays libre oú le peuple nomme aux places et aux 





























1790 年 11 月 27 日のフランス立憲議会におけるデュポール報告から閲す
ること 220 年余、デュポールの構想をまるで絵に描いたように実現したのが
2011 年 5 月 27 日の那覇検察審査会の「起訴相当」議決であった。この「起
訴相当」議決に至る経過は、以下のようなものであった⑼。
















基づく強制起訴によることなく）那覇地検が米側の同意を得て 2011 年 11 月
25 日同軍属を自動車運転過失致死罪で在宅起訴するところとなり、翌 2012





たとえば、2011 年 8 月 19 日に京都市東山区で起きた交通事故で、京都区
検がいったん不起訴にした乗用車を運転していた加害者の男性につき、横断
歩道を自転車で渡っていて被害にあった女性が京都第一検察審査会に審査を
申し立てた後、再捜査し、2013 年 12 月 16 日一転して自動車運転過失傷害





年 3 月に審査を打ち切った⒁。その他、2012 年 12 月に鎌倉市の県道で起き
た死亡交通事故では、当初、検察当局は加害男性を略式起訴する方針だった
ところ、遺族側が独自に事故調査を行うなどして検察当局に真相解明を要請















































なお、長野県松本市の柔道教室で 2008 年に 11 歳の男児に投げ技をかけて
大けがを負わせたとして、業務上過失傷害罪で 2013 年 5 月に強制起訴され












る準強姦事件では、2014 年 3 月 27 日、鹿児島地裁は「ドメスティックバイ
オレンス（DV）のような強い支配従属関係にあったとは言えない。女性が
人間関係を壊さないため、主体的に抵抗しなかった可能性も排除できない」
として、無罪を言い渡している31。その他、2009 年 5 月の改正検察審査会法
施行で導入された強制起訴制度に基づき強制起訴された 8件の事件のうち、
























































































































































































































































































































































































































































































































あるいはひとりの証人とこれを補強する被告人の自白（un témoin avec 
l’aveu de l’accusé）であったりいたしました。ずっと以前におきましては、













































名の役人であります（c’est le juge qui opère）。この役人が解決するのは、
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純粋に知的な問題（un pur probèlme de l’esprit）であり、この問題を解
決するためにこの役人が行わなければならないのは蓋然性の規則と公式










































供述は真実であり（la déposition est vraie）、もしその証人が愚か者（un 
imbécile）であるか、ぺてん師（un fripon）であれば、その供述は無価値





















































































































































































































⑴ 藤尾訳・92 頁上段 - 下段。
⑵ 藤尾訳・100 頁上段。




⑸ モンテスキュー /野田良之ほか訳『法の精神（上）』（岩波文庫、1989 年）172-173 頁、
343 頁、371 頁参照。なお、チェーザレ・ベッカリーア /小谷眞男〔訳〕『犯罪と刑罰』








⑻ 藤尾訳・94 頁下段、94 頁下段 -95 頁下段。
⑼ この点につき、拙稿「刑事司法への市民参加の意義」『京女法学』4号（2013 年）1頁
以下参照。
⑽ 『沖縄タイムス』2011 年 4 月 16 日付および 26 日付朝刊による。
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⑾ 『沖縄タイムス』2011 年 5 月 28 日付朝刊による。
⑿ 『東京新聞』2010 年 12 月 27 日付朝刊参照。
⒀ 『読売新聞』2014 年 2 月 13 日付朝刊による。
⒁ 『日本経済新聞』2014 年 4 月 27 日付朝刊による。
⒂ 『読売新聞』2014 年 4 月 19 日付朝刊による。
⒃ 明石歩道橋事件につき、2010 年 4 月 20 日、元明石署副署長が強制起訴されるに至った。
⒄ JR 福知山線脱線事件につき、2010 年 4 月 23 日、JR 西日本の歴代 3社長が強制起訴
されるに至った。
⒅ 『東京新聞』2014 年 8 月 1 日付朝刊参照。
⒆ 『日本経済新聞』2014 年 8 月 1 日付朝刊（板倉宏）による。
⒇ なお、この点につき、古川元晴「なぜ日本では大事故が裁かれないのか　過失を裁く
法理の再検討」『世界』857 号（2014 年 6 月号）167-176 頁、同「3・11 原発過酷事故
と東電等の刑事責任―『未知の危険』と『危惧感説』の再評価―」『人権 21・調査と
研究』227 号（2013 年 12 月号）31-49 頁、海渡雄一ほか「〔座談会〕司法は生きてい
た　3・11 に真摯に向き合った福井地裁判決」『世界』858 号（2014 年 7 月号）50 頁（船
山泰範発言）参照。その他、前出福井地判平 26・5・21 は危惧感説を前提とするもの
ではないことを指摘するものとして、大塚直「大飯原発運転差止訴訟第 1審判決の意
義と課題」法学教室 410 号（2014 年 11 月号）87 頁注 10）参照。
21 松宮孝明『刑事過失論の研究』（成文堂、補正版、2004 年）238-311 頁、特に 244 頁、
307 頁、309 頁参照。
22 松宮孝明「福島原発事故と刑事責任」斉藤豊治ほか編著『大災害と犯罪』（法律文化社、





教育方法―コアカリ補案の提案」法時 87 巻 1 号（2015 年）88-89 頁参照。
24 明石歩道橋事件につき大阪高判平 26・4・23［LEX/DB25503829］は、第一審神戸地
裁の免訴判決に対する検察官役の指定弁護士の控訴を棄却している（『読売新聞』
2014 年 4 月 24 日付朝刊による）。この大阪高判平 26・4・23 を批判的に検討した判例
評釈として、松宮孝明「明石歩道橋事故強制起訴事件控訴審判決」TKCローライブ
ラリ『新・判例解説Watch』刑法No.80（2014 年 8 月 8 日）がある。
25 神戸地判平 24・1・11［LEX/DB25480439］。
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27 『毎日新聞』2014 年 5 月 1 日付朝刊及び『東京新聞』2014 年 5 月 15 日付夕刊による。
なお参照、渡辺修「長野・松本市柔道事故事件―検察官の起訴独占の壁を破る市民の
良識」（「法、刑事裁判、言語を考える」渡辺修の blog〔2014 年 5 月 1 日〕による）。
28 ただし上告中である（『読売新聞』2014 年 5 月 1 日付朝刊による）。
29 『毎日新聞』2014 年 5 月 1 日付朝刊（髙井康行）による。
30 論者は、明石歩道橋事件につき大阪高裁が 2014 年 4 月 24 日に第一審の免訴判決に対
する控訴を棄却した際にも、「検審の審査対象を、証拠はあるが起訴が見送られた起
訴猶予に絞るなど、早急な見直しのために議論の場を設けるべきだ」と述べていた（『読
売新聞』2014 年 4 月 24 日付朝刊〔髙井康行〕による）。この論点については、拙稿「国
民の司法参加と民主主義―検察審査会による『強制起訴』議決を契機として」（『〔村
井敏邦先生古稀記念論文集〕人権の刑事法学』〔日本評論社、2012 年〕）423 頁参照。
31 『京都新聞』2014 年 3 月 27 日付夕刊による。
32 Wikipedia（検察審査会）5頁による。
33 『東京新聞』2010 年 10 月 6 日付朝刊（元裁判官の秋山賢三弁護士）による。
34 藤尾訳・81 頁上段 - 下段。
35 藤尾訳・67 頁上段 - 下段。
36 これは「特別犠牲」と言われることもある（Arbeitskreis, Die Untersuchungshaft 
Gesetzentwurf mit Begründung,1983, S.32.）。
37 藤尾訳・67 頁下段。
38 藤尾訳・81 頁下段 -82 頁下段。なお参照、梅田豊「フランスにおける自由心証主義の
歴史的展開　第一部　フランス大革命初期における糺問手続の克服と自由心証主義の










43 梅田・前掲論文 108 頁下段。
44 梅田・前掲論文 108 頁下段 -109 頁上段。
45 梅田・前掲論文 69 頁上段 - 下段参照。
46 藤尾訳・105 頁上段 - 下段。
47 藤尾訳・105 頁下段。なお、この点につき藤尾訳・82 頁下段以下、梅田・前掲論文
103 頁上段以下参照。
48 梅田・前掲論文 109 頁上段。
49 藤尾訳・105 頁下段 -107 頁上段。
50 梅田・前掲論文 109 頁下段。
51 梅田・前掲論文 110 頁上段。
52 藤尾訳・107 頁上段 -108 頁上段。
53 この点につき、梅田・前掲論文 120 頁上段 -122 頁下段参照。
54 藤尾訳・108 頁上段 -110 頁下段。
55 藤尾訳・110 頁下段。
56 藤尾訳 111 頁上段 - 下段。
57 藤尾訳・111 頁下段 -112 頁下段。
58 藤尾訳・113 頁上段 -116 頁上段。
59 梅田・前掲論文 112 頁下段。
60 藤尾訳・116 頁上段 -118 頁下段。
61 藤尾訳・118 頁下段 -121 頁下段。




























言語を考える」渡辺修の blog〔2014 年 3 月 31 日〕による）。





69 笹倉秀夫『法学講義』（東京大学出版会、2014 年）217 頁以下参照。
70 大阪弁護士会人権擁護委員会性暴力被害検討プロジェクトチーム編『性暴力と刑事司
法』（信山社、2014 年）35 頁以下参照。なお参照、浅倉むつ子「『法の世界』におけ
るジェンダー主流化の課題」『ジェンダー法研究』創刊第 1 号（信山社、2014 年）
9-10 頁。
（了）
